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　私は卒業2年目（1970年）に、日赤中央病院（当時）で原著発表3年後の川崎富作先生と出会い、ご指導を頂
いただけでなく、川崎病のほぼすべての進展に出会うことができました。こういう機会を持てたことは大変稀
ですので、大変幸せで、光栄です。
　またこの40年間、川崎病とおつきあいができたのも、多くの方々のご支援があったためですので、この場を
借りまして感謝申し上げます。
　すぐに原因が判明すると思っていましたが、現在でも不明であり、まさか年間1万人以上の発症数で、累積
罹患率からみると子ども100人に1人が川崎病に罹患するまでになるとは想像もできませんでした。
　この約40年間の歴史的な点、現在の問題点、将来への希望の一部を独断と偏見に満ちてお話ししましたが、
今回は紙面の都合などで、小生が考える現在の問題点を主に簡単に記します。
　実は、医師になって2年間は、川崎病の症例に出会わず、ましてその重要性は知るよしもありませんでした。
日赤中央病院に来て、次々症例に出会い、原著通りに経過することに驚いていました。
　逆にあまりに同じなので、少し飽きてきて、白血病はじめ、ほかの病気に関心が移りました。しかし、初め
ての死亡例に出会い、当時、川崎病は予後良好であるとされていましたので、その恐ろしさを知らされました。
　その後、全国にも同様の例があることが分かり、日赤中央病院で、死亡例の検討会が開かれました。死亡例
は皆、判で押したように、巨大冠動脈瘤内の血栓性閉塞によるものでした。これ以後、国立公衆衛生院疫学部
の重松逸造部長などのご努力により、厚生省の川崎病研究班が結成されました。
　まず診断の手引きが作成され、全国調査や種々の川崎病研究が始まりました。それ以後、川崎富作先生、小
生および日本赤十字社医療センター小児科では、基礎から、治療法、検査法などの多くの点に関わってきまし
たが、今回は割愛します。
　現在の問題点は、免疫グロブリン療法を中心とする治療法のことです。免疫グロブリン療法は、古庄巻史　
元京都大学小児科教授が、多人数研究からその有用性を世界に先立って発表しました。しかし、それ以後は、
米国の組織だった多施設研究に先を越されて、免疫グロブリン大量短期療法が世界の標準になっています。し
かし、発見者がいて、患者数が断然多い日本において、新たな治療法を開発することが、世界から望まれてお
ります。現在でも地域によっては、良い治療研究が行われていますが、やはり全国レベルでの研究が大切です。
　昨年より、東邦大学小児科の佐地　勉教授を中心に、群馬大学方式（経口ステロイド併用）の有用性を確かめ
る比較研究が、厚生労働省の科研費で行われるようになりました。
　実務は、群馬大学小児科の小林　徹助教が担当され、努力を重ねていますが、参加施設と登録患者数が伸び
悩んでおります。是非、川崎病に関係する多くの医師が、川崎病にかかった子どもたちのためを思って参加し
てほしいと思います。
　次に現在の問題点は、川崎病不全型（容疑例）の問題です。川崎病は奥が深く、発熱のない巨大冠動脈瘤の例
を代表に、症状数が少ないにもかかわらず冠動脈瘤を持った例が報告され続けています。この原因の一部は、
症状数が少ない例は軽症であると考えられやすいためだと思います。しかし、第17回～19回の全国調査からの
分析では、4主要症状例（容疑例の約70％と確実B）の冠動脈瘤発生頻度（第17回以外は推定値）は5～6症状例（典
型例）よりも高いのです。全国調査の特性を考えましても、4主要症状例の冠動脈発生率は少なくとも5～6症状
例と変わらないと考えられます。また冠動脈瘤患者の症状数を分析すると、5～6症状が約75～80％、4主要症
状例が15～20％、3症状以下が約5％になり、冠動脈瘤5人に1人は4主要症状以下例であることが判明してき
ました。
　現在の全国調査では、4主要症状が存在して、冠動脈瘤を伴えば確実B群として、確実例に入ります。これは、
1984年の第4回の診断の手引き改正時に決まったことです。当時の治療法は、アスピリン療法でした。しかし、
1990年以後は、免疫グロブリン療法が導入され、その上に最近は使用量も大幅に増え、投与法も変わりました。
その結果、免疫グロブリン使用例において、冠動脈瘤の発生が約70％減少しております。

私と川崎病─過去から未来へ─
日本赤十字社医療センター小児科顧問
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　治療法により、変わりうる項目が診断の手引きに存在すること自身が、おかしなことになってきました。あ
くまでもたとえ話ですが、関節リウマチ疑い例において、インフリキシマブなどを使用した結果、関節破壊が
起こらなかったら、関節リウマチではないということになるのです。
　結論として、4主要症状があれば川崎病とすることで、診断漏れ、治療開始の遅れや漏れを、かなり防ぐこと
になると思います。そうなれば3主要症状例でも、冠動脈瘤の見落としが減ります。過剰診断を心配される先
生方もおられますが、冠動脈瘤の重大さを考慮すると、過剰診断、過剰治療気味の方が安全性は高いと思います。
現在の患者数を見れば、いかに日本の子どもが川崎病にかかりやすいかは、お分かりだと思います。
　確定診断が付きにくい症例を見たときに、常に川崎病を頭に入れることが大切で、「老人の咳を見たら結核を、
女性を見たら妊娠を考えろ」と同じことがいえるくらいになってきたのです。
　未来としては、多くのことが考えられますが、まずは原因の究明と予防法の確立、全国調査の継続、長期予
後の解明がまず上げられます。
　川崎病の症例数の多さと重大性から、厚生労働省や文部科学省の科研費の継続的予算措置が望まれます。し
かし、それには、かなり限界もあることから、民間団体での支援体制が望まれますが、まさに、これを行って
いるのが、川崎富作先生が理事長をしているNPO法人日本川崎病研究センターです。今まで、多くの研究や学
会のお手伝いをしてきました。財政的には、皆様の寄付により運営されておりますので、研究をされている先
生方を含めた多くの小児科医や関係医師の一層のご支援をお願いいたします。
　最終的には、日本人の手で原因から予防法まで確立しまして、日本の、いや世界の子どもの健康に貢献して
いきましょう。

関東川崎病研究会入会案内
　関東川崎病研究会では、研究会のより一層の発展のため、研究会の目的に賛同される方の入会を随時受付
しております。入会方法は下記のとおりです。
【研究会目的】
　関東川崎病研究会は、川崎病の学術的知見と患者の生活の質などの向上をはかるとともに、研究者相互の
連携と親睦を深めることを目的とします。
【入会資格】
　関東川崎病研究会の目的に賛同される方なら制限はありません。
【入会時費用・年会費】
　入会金、年会費は無料です。
【入会方法】
　申込先：E-mail にて、下記の申込事項を記載の上、申込みください。
　　　　　　E-mail : tokyo-br@nihon-pharm.co.jp
　申込記載事項
　　① 氏名（ふりがな）
　　② 所属
　　③ 連絡先（住所、電話番号、FAX 番号、E-mail アドレス）
【問い合わせ先】
　日本製薬株式会社内　関東川崎病研究会
　　電話：03 ─ 3864 ─ 9236
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関東川崎病研究会運営委員（平成21年11月28日現在）
	 顧　　　　問	 川　崎　富　作	（日本川崎病研究センター長）
		  薗　部　友　良	（日本赤十字社医療センター：小児科顧問）
		  直　江　史　郎	（東邦大学名誉教授）
	 運　営　委　員　長	 今　田　義　夫	（日本赤十字社医療センター：小児科副部長）
	 副運営委員長	 佐　地　　　勉	（東邦大学医療センター大森病院：小児医療センター小児科教授）
	 会　　　　計	 小　川　俊　一	（日本医科大学付属病院：小児科教授）
		  野　中　善　治	（茅ヶ崎徳州会総合病院：副院長）
	 委　　　　員	 浅　井　利　夫	（東京女子医科大学東医療センター：スポーツ健康医学部教授）
		  阿　部　　　淳	（�国立成育医療センター研究所：免疫アレルギー研究部免疫療法研究室

室長）
		  鮎　沢　　　衛	（日本大学医学部：小児科学系小児科学分野准教授）
		  石　井　正　浩	（北里大学医学部：小児科教授）
		  市　橋　　　光	（自治医科大学附属さいたま医療センター：小児科教授）
		  伊　東　三　吾	（東京都立府中療育センター：院長）
		  上　村　　　茂	（昭和大学横浜市北部病院：循環器センター教授）
		  尾　内　善　広	（�独立行政法人理化学研究所横浜研究所：ゲノム医科学研究センター

循環器疾患研究チーム上級研究員）
		  勝　部　康　弘	（日本医科大学武蔵小杉病院：小児科部長）
		  賀　藤　　　均	（国立成育医療センター：小児科）
		  小　林　富　男	（群馬県立小児医療センター：循環器科部長）
		  白　石　裕比湖	（自治医科大学附属病院：小児科教授）
		  髙　橋　　　啓	（東邦大学医療センター大橋病院：病院病理部教授）
		  寺　井　　　勝	（東京女子医科大学八千代医療センター：院長）
		  土　井　庄三郎	（東京医科歯科大学医学部附属病院：小児科講師）
		  中　島　弘　道	（千葉県こども病院：循環器科主任医長）
		  野　間　清　司	（のま小児科：院長）
		  堀　米　仁　志	（筑波大学大学院：人間総合科学研究科臨床医学系小児内科准教授）
		  三　浦　　　大	（東京都立清瀬小児病院：循環器科医長）
		  安　川　久　美	（千葉大学医学部附属病院：小児科助教）
		  柳　川　幸　重	（帝京大学医学部附属病院：小児科教授）
		  吉　田　泰　子	（戸田中央総合病院：小児科部長）
		  渡　部　誠　一	（土浦協同病院：小児科部長）

（50音順）
＊�平成21年11月28日の関東川崎病研究会運営委員会にて、市橋　光先生、勝部康弘先生、賀藤　均先

生、中島弘道先生、安川久美先生が新運営委員に推挙されました。
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